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が
あ
り
ま
す

■
70
歳
未
満
の
国
保
加
入
者

　
国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
に
加

入
し
て
い
る
70
歳
未
満
の
入
院
患

者
は
、
申
請
し
認
定
さ
れ
る
と
「
限

度
額
適
用
認
定
証
」
が
交
付
さ
れ

ま
す
。
医
療
機
関
で
保
険
証
と
一

緒
に
提
示
す
る
と
、
入
院
時
の
医

療
費
の
支
払
い
が
自
己
負
担
限
度

額
ま
で
に
。
自
己
負
担
限
度
額
は

表
１
の
と
お
り
。
本
市
で
の
外
来

診
療
に
は
「
高
額
医
療
費
受
領
委

任
払
制
度
」
が
あ
り
ま
す
の
で
相

談
し
て
く
だ
さ
い
。

■
70
歳
以
上
の
高
齢
受
給
者

　
自
己
負
担
限
度
額
は
表
２
の
と

お
り
。
市
民
税
非
課
税
世
帯
の
高

齢
受
給
者
は
、
申
請
す
る
と
「
国

民
健
康
保
険
限
度
額
適
用
・
標
準

負
担
額
減
額
認
定
証
」
が
交
付
さ

れ
、
入
院
時
の
医
療
費
の
一
部
負

担
金
額
と
食
事
療
養
費
の
標
準
負

担
額
が
減
額
に
な
り
ま
す
。

■
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
加
入
者

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
加
入
者

で
市
民
税
非
課
税
世
帯
の
人
は
、

申
請
し
認
定
さ
れ
る
と
「
後
期
高

齢
者
医
療
限
度
額
適
用
・
標
準
負

担
額
減
額
認
定
証
」
が
交
付
さ
れ

ま
す
。
入
院
医
療
費
の
一
部
負
担

金
額
が
表
２
の
と
お
り
軽
減
さ
れ
、

食
事
療
養
費
の
標
準
負
担
額
が
減

額
さ
れ
ま
す
。

■
入
院
時
食
事
療
養
費
標
準
負
担

額　
表
３
の
と
お
り
で
す
。

問
い
合
わ
せ
は

　

国
民
健
康
保
険
課　

☎
８
９
８
―
６
２
４
９

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
つ
い
て
は　

同
課　

☎
８
９
８
―
６
２
５
３

国
保
加
入
者
の
入
院
医
療
費
な
ど

軽
減
制
度

65
歳
以
上
の
人
（
第
１
号
被
保
険
者
）
の
保
険
料

　
満
65
歳
に
な
っ
た
日
（
誕
生
日
の
前
日
）
の
月
の

分
か
ら
算
定
。
一
人
一
人
が
保
険
料
を
納
め
ま
す
。

■
保
険
料
の
決
め
方

　
４
月
１
日
現
在
の
世
帯
員
の
市
民
税
課
税
状
況
と

本
人
の
合
計
所
得
金
額
に
応
じ
て
、
９
区
分
に
分
か

れ
て
い
ま
す
。

■
納
付
方
法

�
特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
の
天
引
き
）

　
４
月
１
日
時
点
で
、
受
給
し
て
い
る
老
齢
基
礎
年

金
な
ど
の
年
間
受
給
額
が
18
万
円
以
上
の
人
が
対
象

で
す
。

�
普
通
徴
収
（
納
付
書
払
）

　
４
月
１
日
時
点
で
、
老
齢
基
礎
年
金
な
ど
を
受
給

し
て
い
な
い
人
、
老
齢
福
祉
年
金
や
恩
給
の
み
を
受

給
し
て
い
る
人
な
ど
が
対
象
。
ま
た
、
年
金
を
受
給

し
て
い
て
も
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は

普
通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

①
老
齢
・
退
職
年
金
、
老
齢
基
礎
年
金
、
遺
族
年
金
、

障
害
者
年
金
の
受
給
額
が
年
間
18
万
円
未
満
②
４
月

２
日
以
降
に
65
歳
に
な
っ
た
③
４
月
１
日
以
降
に
他

市
町
村
か
ら
転
入
し
た
④
年
金
受
給
権
を
担
保
に
供

し
て
い
る
⑤
年
金
受
給
権
者
現
況
届
の
提
出
を
忘
れ

た
か
、
提
出
が
遅
れ
た

　
普
通
徴
収
の
人
は
口
座
振
替
が
便
利
で
す
。
通
帳

と
届
け
出
印
を
用
意
し
、「
口
座
振
替
依
頼
書
」
で
金

融
機
関
に
直
接
申
し
込
ん
で
く
だ
さ
い
。
振
替
の
開

始
は
申
し
込
ん
だ
翌
月
末
分
か
ら
で
す
。
そ
れ
以
前

の
分
は
納
付
書
で
納
め
て
く
だ
さ
い
。

�
併
用
徴
収
（
特
別
徴
収
と
普
通
徴
収
の
併
用
）

　
年
度
途
中
で
の
所
得
額
の
修
正
申
告
な
ど
に
よ
り

介
護
保
険
料
が
変
更
に
な
る
場
合
や
、
納
付
方
法
の

変
更
に
よ
り
併
用
徴
収
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
滞
納
す
る
と

　
介
護
保
険
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
よ
う
に

な
っ
た
と
き
に
、
滞
納
し
た
期
間
に
応
じ
て
給
付
制

限
を
受
け
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

■
保
険
料
の
減
免

　
災
害
な
ど
の
特
別
な
事
情
で
保
険
料
を
納
め
ら
れ

な
い
と
き
は
、
申
請
に
よ
っ
て
減
免
さ
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

40
歳
～
64
歳
の
人
（
第
２
号
被
保
険
者
）
の
保
険
料

　
加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
の
保
険
料
と
一
緒
に
納

め
ま
す
。
保
険
料
額
は
加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
の

算
定
方
法
で
決
ま
り
ま
す
。
詳
し
く
は
加
入
し
て
い

る
医
療
保
険
者
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
料
額
を
通
知

納
付
は
期
限
ま
で
に
問
い
合
わ
せ
は

　
　
介
護
高
齢
課　

☎
８
９
８
―
６
１
５
９

　
７
月
中
旬
、
65
歳
以
上
の
人
（
第
１
号
被
保
険
者
）
に
、
本
年
度
の
介
護
保
険
料
額
を
通
知

し
ま
す
。
介
護
は
誰
に
で
も
巡
っ
て
く
る
大
き
な
問
題
。
必
要
な
と
き
誰
も
が
安
心
し
て
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
保
険
料
を
納
め
ま
し
ょ
う
。

　市内の事業所などで事業を行う法人か個人で、市内に

所在する事業に使用している事業所用家屋の床面積の合

計が1,000平方㍍を超えるか、従業者数の合計が100人を

超える場合、事業所税の申告納付が必要となります。

■貸しビルなどの所有者は貸付申告書を
　貸しビルなどで事業を行う場合は、借り主が事業所税

の納税義務者となり、事業所用家屋の所有者は必要に応じ

て貸付申告書の提出が必要です。これは貸し付けている部

分の床面積が、所有者の事業所税（資産割）の対象とならな

いことを示すとともに、借り主の事業所税の資料になりま

す。貸付申告書の提出期限は８月２日㈪までです。

■軽減措置（減免）について
　本市では市町村合併によって生じた新税であることや

問い合わせは　市民税課　☎898−5961

始まっています
事業所税の申告納付

法人の終了する事業年度 
（個人の課税期間） 減免・納付割合

６月１日～来年５月31日
（1月1日～12月31日） 5/6 1/6

来年６月1日～平成24年５月31日
（来年１月１日～12月31日） 4/6 2/6

平成24年６月１日 ～平成25年５月31日
（平成24年１月１日～12月31日） 3/6 3/6

平成25年６月１日～平成26年５月31日
（平成25年１月１日～12月31日） 2/6 4/6

平成26年６月１日～平成27年５月31日
（平成26年1月1日～12月31日） 1/6 5/6

平成27年６月１日以降
(平成27年１月１日～12月31日以降) 減免終了

※６月１日以後に終了する事業年度分の申告から適用。

現在の経済情勢を考慮し、中小企業者などの税負担を緩

和するため、事業所税の軽減措置（減免）を行います（下表

のとおり）。期間は５年間で、資本金が１億円以下の法人

などが対象です。ただし資本金が１億円以下でも、資本金

５億円以上の大企業の100％出資の子会社や保険業法に

規定する相互会社などは、対象になりません。

　減免を受けるには、納期限の７日前までに申請が必要で

す。詳しくは問い合わせてください。また、本市ホームペー

ジにも掲載しています。

減免割合 納付割合

入院時食事療養費標準負担額
対象 １食あたりの負担額
一般 260円

市民税非課税世帯などの人
（70歳以上は表２で低所得Ⅱの人）

入院が90日以内 210円
入院が過去１年間に90日以上 160円

70歳以上で表２の低所得Ⅰの人 100円

表３

70歳以上の自己負担限度額
区分 対象 入院・世帯ごとの限度額

低所得Ⅱ
世帯主と国保加入者（後期高齢者医療制度加入者は世帯全員）が市
民税非課税の人

２万4,600円

低所得Ⅰ
世帯主と国保加入者（後期高齢者医療制度加入者は世帯全員）が市
民税非課税で、かつ各種収入から必要経費・控除を差し引いた所得
が０円になる世帯の人

１万5,000円

※現役並み所得者は８万100円*、市民税課税世帯の人は４万4,400円が入院・世帯ごとの自己負担限度
額です。
*総医療費が26万7,000円を超えた場合、超過額の１％を追加負担。

表２

70歳未満の自己負担限度額
上位所得者（基礎控除後の所得600万円超） 15万円*（８万3,400円）
一般 ８万100円*（４万4,400円）
市民税非課税世帯 ３万5,400円（２万4,600円）
*総医療費が上位所得者50万円、一般26万7,000円を超えた場合、超過額の１％を追加負担。 
※（　）内は年４回以上該当した場合の４回目以降の額。 
※所得の申告がないと上位所得者として扱います。

表１


